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☆オンライン知的財産セミナー
　（知財部員のための特許権行使戦術） ……… ⑻☆著作権管理団体・著作権使用料に対する行政規制 ⑴

１　はじめに
（１）筆者のこれまでの検討

筆者はこれまで本誌において、著作権法が著作
者の権利を保護することを一義的な目的としてい
るものの、文化の発展も究極的な目的として位置
づけていることに着目し、ドイツの法制度・法制
度との比較検討を通じて、主に公法学の見地から
検討を試みた。

そこでは、主に著作権管理団体が文化の発展に
果たす公的な役割に着目した検討を行った１。筆
者が検討を行ったドイツの著作権法制においては、
文化の発展という政策目的が著作権法で規定され
るなかで、私法上の組織である著作権管理団体に
も、使用料の配分のあり方において、文化政策の
主体としての役割が求められており、著作権管理
団体の設立、使用料の設定に関しては、許認可制
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